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Ⅰ．調査のあらまし 

  

１．目的 

   本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立及び時宜を得た中

央会労働指導指針の策定に資することを目的とする。 

 

 ２．調査機関 

   新潟県中小企業団体中央会 

 

 ３．調査方法 

   本調査は、全国の都道府県中小企業団体中央会で一斉に実施するものであり、当県では事業協同組合等を

通じて、任意抽出した組合員事業所宛に調査票を配布し、直接当会で回収したものを全国中小企業団体中央

会において一括集計した。 

 

 ４．調査時点 

   平成１８年７月１日 

 

 ５．調査対象 

  (1) 調査対象産業 

     [製造業]  

              食料品、繊維・同製品、木材・木製品、出版・印刷・同関連、窯業・土石製品、 

        金属・同製品、機械器具、その他の製造業 

          [非製造業] 

              運輸業、建設業、卸・小売業（飲食店を除く）、サービス業 

 

(2) 調査対象事業所数 

従業員300人以下の県下1,300事業所 

（ただし、卸売業・サービス業については従業員100人以下、小売業については同50人以下の事業所） 

           なお業種別・規模別の割合は、可能な範囲で次の割合に準拠した。 

 

 

 

 

 

 

 ６．調査内容 

(1) 経営に関する事項 

(2) 労働時間に関する事項 

(3) パートタイム労働者に関する事項 

(4) 高年齢者の継続雇用に関する事項 

(5) 団塊世代の退職に関する事項 

(6) 従業員の雇用に関する事項 

(7) 新規学卒者に関する事項 

(8) 賃金に関する事項 

  

9人以下 ２０％ 9人以下 ３０％
10～29人 ３５％ 10～29人 ４０％
30～99人 ３５％ 30人以上 ３０％

100～300人 １０％

製造業（５５％） 非製造業（４５％）
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《調査結果のポイント》 

 

１．経営に関する事項 

 (1) 経営状況 

    「良い」と回答した事業所、前年より僅かに減少 

 

 (2) 主要事業の今後の方向 

    慎重な姿勢、「現状維持」が全体の約７割 

 

 (3) 経営上のあい路 

    「販売不振・受注の減少」が１４年連続で１位、「原材料・仕入高の高騰」が前年に引き続き増加 

 

 (4) 経営上の強み 

    「顧客への納品・サービスの速さ」が前年に引き続き１位 

 

 

２．従業員の労働時間 

 (1) 週所定労働時間が「４０時間以下」の事業所は８８．６％（対前年比１．１ポイント増） 

 

 (2) 従業員１人当たりの月平均残業時間は９．１時間（対前年比０．６時間減） 

 

  (3) 従業員１人当たりの年次有給休暇、平均付与日数１５．７日に対する取得日数は６．７日 

 

 

３．パートタイマー労働者の活用状況 

 (1) 活用理由 

「人件費が割安だから」が理由のトップ 

 

(2) 労働条件の明示 

   労働条件の提示が曖昧な事業所が約４割 

 

(3) 仕事の内容 

  「正社員よりも範囲を限定した仕事」が４０．９％ 

 

 (4) 賃金水準 

  「正社員の８割以上」とする事業所が全体の約７割 

 

 (5) 正社員と比較して、賃金が異なる理由 

  「もともとそういった契約内容で労働者も納得しているため」との回答が最も多く６１．７％ 

 

 (6) パートタイム労働者の処遇 

        「基本給を引き上げる」とする事業所が最も多く４１．８％ 
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４．高年齢者の継続雇用 

 (1) 対応済みと回答の事業所は８１．７％ 

 

 (2) 高年齢者の労働条件 

① 身分・・・「嘱託･契約社員」とする事業所が最も多く５８．１％ 

    ② 賃金・・・定年時と比べて｢一律に下がる｣事業所が４５．２％ 

③ 役職・・・「個人による」が４５．６％ 

④ 仕事内容・・・「変わらない」４９．０％ 

⑤ 一日の所定労働時間・・・「変わらない」が７１．８％、県内の平均所定労働時間は６．２時間 

⑥ 週の所要労働日数・・・｢変わらない｣が７１．９％、県内の週の所要平均労働日数は４．５７日 

 

５．団塊世代の退職 

 (1) 経営に与える影響 

    「影響はない」とする事業所が最も多く、４３．３％ 

 (2) プラスの影響  

    「人件費の削減」と回答した事業所が９５．７％ 

 (3) マイナスの影響 

    「技術水準の低下」が５６．８％、｢労働力不足｣が５５．３％ 

 

６．従業員の雇用状況(過不足状況) 

   新潟県において、正社員数「適正」と回答した事業所は５９．１％ 

 

 

７．新規学卒者の採用 

 (1) 新規学卒者（平成１８年３月卒）の採用充足率 

    高校卒９１．４％、専門学校卒９０．７％、短大卒（含高専）１００％、大学卒８８．９％ 

 

 (2) 新規学卒者（平成１８年３月卒）の初任給（単純平均・通勤手当を除く所定内賃金） 

                                                            (※サンプル数が少ない項目あり) 

 

 

 

 

 

 

 (3) 新規学卒者（平成１９年３月卒）の採用計画 

    「ある」が２１．７％（対前年比４．９ポイント増）と前年に引き続き増加 

 

 

８．賃金改定 

 (1) 賃金改定実施の状況（平成１８年１月１日～７月１日） 

    「引き上げた」事業所は前年より４．７ポイント増の４６．６％ 

 

 (2) 昇給額・昇給率（単純平均） 

    昇給額 ＋４，２０６円、昇給率 ＋１．７８％ 

 

 (3) 賃金改定後の平均賃金 

    新潟県の平均賃金は、２４０，２７６円 

技術系 １５４，６３６円 技術系 １６１，１８０円

事務系 １４８，５２５円 事務系 １５９，２９７円

技術系 １４７，９００円 技術系 １８５，７０９円

事務系 １４５，０００円 事務系 １８４，５５７円
短大卒

(含む短大)

専門学校卒

大学

高校卒



 - 4 -

Ⅱ．回答事業所の概要 
 
１．回答事業所の内訳                              
   回答数は522事業所、回収率は40.2％。         
  従業員規模別及び業種別回答数は、表１のとおりとなっている。                         

                                                                                      

  

　　　　　　　規模

業種

計 1～9人

(1～4人) (5～9人)

10～29人 30～99人 100～300人

新潟県 522 143 62 81 164 160 55
100 27.4 11.9 15.5 31.4 30.7 10.5

製造業　計 249 62 25 37 84 76 27
100 24.9 10.0 14.9 33.7 30.5 10.8

食料品 45 13 5 8 13 12 7
100 28.9 11.1 17.8 28.9 26.7 15.6

繊維・同製品 44 18 10 8 10 14 2
100 40.9 22.7 18.2 22.7 31.8 4.5

木材・木製品 24 9 5 4 10 4 1
100 37.5 20.8 16.7 41.7 16.7 4.2

出版・印刷・同関連 18 3 1 2 4 7 4
100 16.7 5.6 11.1 22.2 38.9 22.2

窯業・土石 43 5 - 5 25 10 3
100 11.6 11.6 58.1 23.3 7.0

金属、同製品 51 11 2 9 16 19 5
100 21.6 3.9 17.6 31.4 37.3 9.8

機械器具 19 2 1 1 4 8 5
100 10.5 5.3 5.3 21.1 42.1 26.3

その他の製造業 5 1 1 - 2 2 -
100 20.0 20.0 40.0 40.0

非製造業　計 273 81 37 44 80 84 28
100 29.7 13.6 16.1 29.3 30.8 10.3

運輸業 28 1 - 1 4 10 13
100 3.6 3.6 14.3 35.7 46.4

建設業 91 23 7 16 29 32 7
100 25.3 7.7 17.6 31.9 35.2 7.7

総合工事業 37 4 - 4 10 17 6
100 10.8 10.8 27.0 45.9 16.2

職別工事業 27 13 5 8 9 5 -
100 48.1 18.5 29.6 33.3 18.5

設備工事業 27 6 2 4 10 10 1
100 22.2 7.4 14.8 37.0 37.0 3.7

卸・小売業 95 32 10 22 31 27 5
100 33.7 10.5 23.2 32.6 28.4 5.3

卸売業 64 10 3 7 24 26 4
100 15.6 4.7 10.9 37.5 40.6 6.3

小売業 31 22 7 15 7 1 1
100 71.0 22.6 48.4 22.6 3.2 3.2

サービス業 59 25 20 5 16 15 3
100 42.4 33.9 8.5 27.1 25.4 5.1

対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 22 5 3 2 7 8 2
100 22.7 13.6 9.1 31.8 36.4 9.1

対個人ｻｰﾋﾞｽ業 37 20 17 3 9 7 1
100 54.1 45.9 8.1 24.3 18.9 2.7  

表１ 回答事業所の内訳 
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２．労働組合の組織状況  
  労働組合が「ある」事業所は、13.2％（69事業所）で、 

 規模が大きくなるほど組織率も高くなっている。     

  また全国平均と比較して新潟県の組織率は、5.1ポイント   

上回っている。（表２） 

 

 
 
 
３．１事業所当たりの常用労働者及び男女別比率の推移 

常用労働者数は21,126人で、男性14,667人(69.4％)、女性6,459人（30.6％）、１事業所当たりの常用労働者

数は38.8人で、前年に比べて0.1人減少している。 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 1事業所あたりの常用労働者の推移             図２ 常用労働者の男女別比率の推移 
 １事業所当たりの常用労働者の推移（図１）では、製造業(42.3人)と非製造業(39.1人)で平成１８年の差は3.2

人の差がある状況となっている。                       
  男女別比率（図２）では、比率の幅が平成1８年では42.2ポイントで昨年度より比率の幅が3.4ポイント広がる

結果となった。 
 
４．常用労働者の年齢構成の推移                                                      
 年齢構成の比率（図３）を高い順から並べると、「45～54歳」「35～44歳」「25～34歳」「55～59歳」「24歳

以下」「60～64歳」「65歳以上」となる。この順位は平成１５年から変わらないが、平成１３年以降、「55歳～

59歳以上」が年を追うごとに増加、対して「24歳以下」の比率は減少傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 常用労働者の年齢別構成の推移 
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２４歳以下 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上
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（％)

あ る な い

新潟県 13.2 86.8
1～9人 2.8 97.2
　1～4人 - 100.0
　5～9人 4.9 95.1
10～29人 8.5 91.5
30～99人 16.3 83.8
100～300人 45.5 54.5
製造業　　計 17.7 82.3
非製造業　計 9.2 90.8
全　国 8.1 91.9

表２　労働組合の有無
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図４ 常用労働者の年齢別構成 

（男女別） 

 

 
５．女性常用労働者比率 

 常用労働者全体に占める女性の割合（図５）は、 

新潟県において１事業所当たり28.9％で全国平均の 

29.1％を0.2ポイント下回っている。 

 

 規模別では、｢1～9人｣の女性就業比率が39.6％と 

最も高く、特に｢1～4人｣では49.1％と県平均より 

20.2ポイント上回っている。 

 

 業種別では、製造業（34.6％）が非製造業（23.3%） 

を11.3ポイント上回っている。 

個別業種で見ると「繊維・同製品」（64.7％）、 

｢食料品｣（59.0％）、｢対事業所サービス業｣（47.3％）、 

｢対個人サービス業｣（46.5％）の順で高い比率を示す 

反面、｢運輸業｣（8.8％）、｢職別工事業｣（12.4％）、 

｢設備工事業｣（12.9％）と業種により女性労働者の比率 

は大きく異なっている。 

 

※女性常用労働者比率は、当該事業所の常用労働者全体に占め 

る女性の比率。「平均」とは事業所ごとの女性比率を積み 

上げ、回答事業所数で除したもので、「常用労働者数」の            

女性の割合とは一致しない。 
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６．雇用形態別従業員構成比 

 従業員の雇用形態は新潟県では、｢正社員｣ 

（82.0％）の割合が最も多く、次いで｢パートタイ 

マー｣（12.9％）となっている。 

 ｢正社員｣の割合が｢対事業所サービス業｣では 

(39.0％)と極立って少なく、｢パートタイマー｣が 

(54.9％)と過半数を占めている。 

男女別の雇用形態で見ても｢正社員｣の構成比は 

男性で91.9％（全国88.9％）、女性は60.5％（全国 

58.8％）と男女とも全国平均を上回る結果となった。 

また、｢パートタイマー｣の男性（3.9％）に対して 

女性（32.4％）と１０倍近く差が出ている。 

 

                                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％）

正社員 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 派　遣
ｱﾙﾊﾞｲﾄ・
その他

全　 国 79.6 12.5 2.8 5.1
新潟県 82.0 12.9 2.0 3.1
　製造業　計 83.4 9.7 3.5 3.4
　　食料品 67.7 26.1 2.3 4.0
　　繊維・同製品 89.5 8.2 0.1 2.2
　　木材・木製品 84.6 7.4 1.1 6.9
　　出版・印刷・同関連 87.7 6.3 5.8 0.2
　　窯業・土石 84.9 3.9 2.0 9.3
　　金属、同製品 86.8 3.5 8.0 1.7
　　機械器具 90.5 5.8 1.6 2.1
　　その他 88.9 9.4 0.6 1.2
　非製造業　計 80.6 16.0 0.5 2.8
　　運輸業 86.8 9.8 0.2 3.2
　　建設業 96.3 2.0 0.3 1.4
　　　総合工事業 96.1 2.2 0.5 1.2
　　　職別工事業 92.1 2.7 － 5.2
　　　設備工事業 98.6 1.2 － 0.2
　　卸・小売業 79.3 17.4 0.7 2.6
　　　卸売業 77.5 18.7 0.8 3.0
　　　小売業 88.3 11.1 － 0.6
　　サービス業 51.2 43.0 1.1 4.6
　　　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 39.0 54.9 0.9 5.2
　　　対個人ｻｰﾋﾞｽ業 69.1 25.8 1.4 3.7
　　男性(新潟県　計) 91.9 3.9 1.4 2.8
　　女性(新潟県　計) 60.5 32.4 3.4 3.8

表３　従業員数（雇用形態別構成比）
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Ⅲ．調査結果の概要 

 
１．経営の状況 

 (1) 現在の経営状況 

       

                             
経営状況（図６）は、｢良い｣と回答した事業所が

（13.6％）、｢変わらない｣（47.6％）、｢悪い｣（38.8  

％）となっている。 

  

規模別で見ると、｢良い｣と回答した事業所が最も

多かったのは｢30～99人｣（17.1％）、次いで｢100～

300人」（14.8％）となっている。｢悪い｣と回答した

事業所は｢１～４人｣（50.8％）が最も多くなってい

る。 

 

 業種別では「良い」と回答した事業所は「製造業」

が「非製造業」を0.4ポイント上回っている。 

前年と比較すると、｢良い｣と回答した事業所は「製

造業」は2.8ポイント減少、「非製造業」は1.5ポイ

ント増加している。 

｢悪い｣と回答した事業所は｢製造業｣は1.9ポイン

ト上昇、｢非製造業｣は0.8ポイント減少している。 

 
 
 
 
  

 
                              経営状況の推移（図７）を見ると、｢良い｣

と回答した事業所は平成１４年以降微増し

ていたが、今年は僅かながら減少している。     

前年と比べると、｢良い」が0.6ポイント、 
 減少、「悪い」が0.4ポイントと僅かながら

増加している。 
前回より大きな変化はなく、景気回復への

足取りの鈍さがうかがわれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営回復の足取り鈍く 

図７ 経営状況の推移 
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良い 変わらない 悪い
(％) 

13.6

11.3

11.5

11.3

11.7

17.1

14.8

13.8

13.4

12.6

47.6

42.6

37.7

46.3

50.6

49.4

46.3

44.5

50.4

46.2

38.8

46.1

50.8

42.5

37.7

33.5

38.9

41.7

36.2

41.2

0% 25% 50% 75% 100%

新潟県

1～9人

　　（1～4人）

　　（5～9人）

10～29人

30～99人

100～300人

製造業　計

非製造業　計

全　国

良　い 変わらない 悪　い

図６ 経営状況 
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図８ 主要事業の今後の方針 

 (2) 主要事業の今後の方向 

 

 

 主要事業の今後の方針について（図８）は、新潟県全体で約７割の67.8％の事業所が「現状維持」、そし

て「強化拡大」(24.0％)、「縮小」(6.8％)の回答があった。 

 規模別では、規模は大きくなるほど「強化拡大」の割合が高くなっているが、前年と比べると、ほとんど

の規模で「強化拡大」する割合が減少している。 

  業種別では、「強化拡大」と回答した「製造業」（24.4％）が「非製造業」（23.6％）を0.8ポイント上

回っており、「縮小・廃止」も「製造業」（9.6％）が「非製造業」（4.3％）を5.3ポイント上回っている。 

  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 前年と比べると、「強化拡大」が2.5ポイント減少、「縮小」が0.2ポイントそれぞれ減少し、「現状維持」

が1.5ポイント増加している。図６にあるように、成長の足踏みをしている今年度の景況感に伴っているの

か、慎重な経営姿勢がうかがえる。 

過去５年の経過を見ると、平成１３年から「強化拡大」と回答した事業所は年を追うごとに増加していた

が、今回の調査では前年より2.5ポイント減少した。また「現状維持」は前年より1.5ポイント増加している。   

（図９） 

 

 

 

現状維持が約７割 
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　製造業　計
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図９ 主要事業の今後の方針（過去５年） 

%

67.8

24.0

26.5
21.0

19.917.1

63.7

70.7

66.3
68.9

6.8
8.9 7.07.415.6

3.6
2.0 1.1 0.2 1.4

0

25

50

75

１４年 １５年 １６年 １７年 １８年

強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

 



 - 10 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 

経営状況別に今後の方針を見ると、経営状況が「良い」とする事業所では「強化拡大」が42.0％で、前年（37.7
％）より4.3ポイント増加している。 

「変わらない」「悪い」とする事業所で、「現状維持」と回答したところが６割以上を占めている。 

 

42.0

21.5

20.7

52.2

74.4

64.9 13.3

2.5

4.3

1.4

1.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良　い　　

変わらない　

悪　い　　

強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

 
     図10 主要事業の今後の方針（経営状況別） 
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 (3) 経営上のあい路 

 

 

 経営上のあい路（表４）は、新潟県全体で「販売不振・受注の減少」が51.5％（前年比4.1増）で１９９１年か

ら今回まで１４年連続の第１位。次いで「同業他社との競争激化」（36.5％、前年比-3.6）も前年に引き続き２

位となった。続く「原材料・仕入れ品の高騰」（33.8％）は、５年前（3.7％）より約９倍増加している。 

                                               （※「その他の製造業」はサンプル数が少ない） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

表４ 経営上のあい路(複数回答) 

 
 

(％)

規模別（新潟県）

労
働
力
不
足

（

量
の
不
足
）

人
材
不
足

（

質
の
不
足
）

取
引
先
の
海
外
シ
フ

ト
に
よ
る
影
響

販
売
不
振
・
受
注
の

減
少

製
品
開
発
力
・
販
売

力
の
不
足

大
企
業
等
の
進
出

同
業
他
社
と
の
競
争

激
化

原
材
料
・
仕
入
品
の

高
騰

安
価
な
輸
入
品
の
増

大 人
件
費
の
増
大

製
品
価
格
（

販
売
価

格
）

の
下
落

納
期
・
単
価
等
の
取

引
条
件
の
厳
し
さ

金
融
・
資
金
繰
り
難

後
継
者
難

情
報
化
の
遅
れ

環
境
規
制
の
強
化

新潟県　計 9.0 25.7 3.7 51.5 16.7 2.9 36.5 33.8 4.9 12.6 21.6 17.5 11.2 6.5 1.6 4.1

1～9人 11.6 18.1 3.6 66.7 13.0 9.4 29.7 23.9 5.8 8.7 9.4 10.1 18.8 12.3 2.2 2.9

　(1～4人） 11.9 11.9 - 72.9 15.3 16.9 23.7 25.4 11.9 6.8 6.8 8.5 16.9 15.3 3.4 -

　(5～9人) 11.4 22.8 6.3 62.0 11.4 3.8 34.2 22.8 1.3 10.1 11.4 11.4 20.3 10.1 1.3 5.1

10～29人 5.0 25.5 3.7 44.7 14.3 - 41.6 41.6 5.0 14.9 29.8 18.0 10.6 6.8 1.2 5.6

30～99人 8.4 34.2 5.2 48.4 19.4 1.3 32.3 30.3 5.8 12.9 21.3 25.8 7.7 3.2 1.9 3.2

100～300人 16.4 21.8 　- 41.8 25.5 　- 50.9 45.5 　- 14.5 29.1 10.9 3.6 　- 　- 5.5

製造業　計 9.3 25.2 7.7 53.7 22.4 0.8 23.2 42.7 6.5 8.9 28.0 17.9 11.4 7.3 1.2 2.8

　食料品 8.9 26.7 2.2 53.3 40.0 2.2 17.8 40.0 8.9 15.6 24.4 4.4 15.6 6.7 - 6.7

　繊維・同製品 18.2 29.5 11.4 63.6 22.7 - 4.5 20.5 13.6 2.3 22.7 22.7 15.9 11.4 - 2.3

　木材・木製品 8.7 34.8 4.3 60.9 39.1 4.3 17.4 30.4 13.0 4.3 21.7 8.7 21.7 4.3 - -

　出版・印刷・同関連 - 38.9 - 61.1 11.1 - 61.1 22.2 - - 33.3 33.3 16.7 - - -

　窯業・土石 4.8 2.4 - 66.7 7.1 - 40.5 59.5 - 2.4 45.2 11.9 2.4 2.4 2.4 4.8

　金属、同製品 12.0 28.0 18.0 42.0 18.0 - 18.0 62.0 4.0 8.0 22.0 24.0 8.0 12.0 2.0 2.0

　機械器具 5.3 31.6 10.5 21.1 15.8 - 15.8 42.1 - 42.1 31.6 31.6 5.3 10.5 5.3 -

　その他 - 20.0 20.0 40.0 20.0 - 60.0 60.0 20.0 - 20.0 20.0 - - - -

非製造業　計 8.7 26.2 - 49.4 11.4 4.9 49.0 25.5 3.4 16.0 15.6 17.1 11.0 5.7 1.9 5.3

　運輸業 25.9 22.2 - 40.7 3.7 - 37.0 48.1 - 25.9 14.8 11.1 3.7 3.7 - 14.8

　建設業 10.3 26.4 - 47.1 8.0 2.3 46.0 34.5 - 14.9 16.1 29.9 12.6 4.6 1.1 4.6

　　総合工事業 8.1 29.7 - 62.2 13.5 2.7 56.8 21.6 - 8.1 8.1 16.2 16.2 5.4 2.7 5.4

　　職別工事業 16.7 12.5 - 16.7 4.2 4.2 37.5 50.0 - 25.0 20.8 45.8 16.7 4.2 - 8.3

　　設備工事業 7.7 34.6 - 53.8 3.8 - 38.5 38.5 - 15.4 23.1 34.6 3.8 3.8 - -

　卸・小売業 3.2 22.6 - 54.8 22.6 6.5 51.6 20.4 8.6 14.0 17.2 11.8 11.8 2.2 2.2 2.2

　　卸売業 4.8 28.6 - 42.9 25.4 1.6 58.7 25.4 7.9 17.5 22.2 15.9 7.9 - - 3.2

　　小売業 - 10.0 - 80.0 16.7 16.7 36.7 10.0 10.0 6.7 6.7 3.3 20.0 6.7 6.7 -

　サービス業 7.1 33.9 - 48.2 1.8 8.9 55.4 8.9 1.8 16.1 12.5 8.9 10.7 14.3 3.6 7.1

　　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 4.5 45.5 - 40.9 4.5 4.5 68.2 9.1 - 18.2 18.2 22.7 4.5 13.6 4.5 4.5

　　対個人ｻｰﾋﾞｽ業 8.8 26.5 - 52.9 - 11.8 47.1 8.8 2.9 14.7 8.8 - 14.7 14.7 2.9 8.8

　全　　国 7.9 29.3 3.5 47.8 11.5 3.9 39.5 35.9 4.8 12.4 19.1 17.0 10.7 6.2 1.2 5.4

経営状況別（新潟県）
　　良　い 15.9 34.8 2.9 15.9 17.4 4.3 36.2 40.6 4.3 18.8 13.0 24.6 4.3 2.9 5.8 8.7

　　変わらない 7.9 28.0 2.1 44.8 17.2 1.3 36.0 35.6 5.0 14.2 22.6 18.4 7.5 5.9 0.8 4.2

　　悪　い 8.1 19.8 6.1 72.1 15.2 4.6 36.5 28.9 5.1 8.6 22.8 14.2 18.3 8.6 1.0 2.5

「販売不振・受注の減少」が１４年連続１位
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                             規模別では、「1～9 人」「10～29 人」「30

～99 人」で「販売不振・受注の減少」が

前年に引き続き第１位となったが、「100

～300 人」では「同業他社との競争激化」

が最も問題となる原因の第１位となっ

ている。 

業種別を見ると、「製造業」で最もポ

イントの高かったのは「販売不振・受注

の減少」（53.7％）、次いで「原材料・仕

入品の高騰」（42.7％）、「製品価格(製品

価格)の下落」（28.0％）、と続いている。

「非製造業」でも「販売不振・受注の減

少」（49.4％）が最も高く、次いで僅差

ではあるが「同業他社との競争激化」が

（49.0％）、「人材不足（質の不足）」

（26.2％）となっている。         

                            また、経営状況が「良い」とする事業 

                            所で最も回答が多かったのは「原材料・

仕入れ品の高騰」（40.6％）、次いで「同

業他社との競争激化」（36.2％）、３位に

「人材不足（質の不足）」（34.8％）とな

っている。 

                             「悪い」と回答した事業所では、「販売

不振・受注の減少」（72.1％）と非常に高

く、次いで「同業他社との競争激化」

（36.5％）、「原材料・仕入れ品の高騰」

（28.9％）と続いている。(表４) 

 

 

(４)経営上の強み 

 

  

経営上の強みで最も回答が多いのは、 

「顧客への納品・サービスの速さ」（33.0％）、 

次いで「製品の品質・精度の高さ」（23.9％）、 

３位に「組織の機動力・柔軟性」（20.8％）の 

順となった。なお、この傾向は全国平均とも 

同様となっている。(図１２) 

 業種別では、製造業が「製品の品質・精度の 

高さ」（33.0％）が最も多く、次いで「顧客へ 

の納品・サービスの速さ」（29.5％）、「生産技 

術・生産管理能力」（24.9％）の順となり、 

非製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」 

(36.3％)がトップ、次いで「組織の機動力・柔 

軟性」（27.8％）、「商品・サービスの質の高さ」 

（25.8％）と続いている。 

 

図 11 経営上のあい路の推移 
図 12 経営上の強み(複数回答) 

中小企業の機動力が上位を占める 
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２．従業員の労働時間 

 

(１)週の所定労働時間  

            １週間の所定労働時間では「40 時間

(43.3％)と回答した事業所が最も多く、次

いで「38 時間超 40 時間未満」（39.2％）、「38

時間以下」（6.1％）となり、事業所の 88.6％

は、労働時間が 40 時間以下であった。 

                            全国計との比較では、「40 時間」で新潟 

                            県が 4.2 ポイント低いが、「38 時間 40 時間 

                            未満」では 11.2 ポイント全国平均を 

                            上回っている。 

 

 

規模別で見ると「100～300人」の事業所の全てが「40時間以下」と回答しているが、「1～9人」は（71.8％）、

「10～29 人」（93.6％）、「30～99 人」（94.0％）となっているが、「1～4 人」は（57.9％）と企業間格差

が大きい。 

 業種別で比較すると「製造業」で「40 時間以下」は（92.9％）、「非製造業」は（84.5％）となり、そ

の差は 8.4 ポイントとなっている。 

※「所定労働時間」＝就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引いた労働時間 

 

(２)従業員 1 人あたりの月平均残業時間 

 

 

 従業員１人当たりの月平均残業時間(図１４) 

は、「1～10 時間未満」(34.3％)と最も多く、次い 

で「0 時間」（25.8％）、「10～20 時間未満」（19. 
4％）、「20～30 時間未満」（15.9％）、「30～50 時 

間未満」（4.5％）と続き、新潟県で「50 時間以上」 

と回答する事業所はなかった。 

 過去５年間の推移（図１３）を見ると平成１８年 

は 9.１時間で、前年に比べ 0.6 時間の減少、４年 

ぶりの減少となった。 

 全国平均は 10.5 時間で新潟県を 0.6 時間上回って 

いる。 

規模別（図１４）では、「1～9 人」で最も多い回答が「0 時間」であった。これに対して「10～29 人」

「30～99 人」及び「100～300 人」では「1～10 時間未満」が最も多い結果となった。 
 

 １人当たりの平均残業時間(図１５)が最も多かったのは、「運輸業」の 19.76 時間、次いで「機械器具」

の 15.53 時間、「出版・印刷・同関連」の 13.48 時間で、全国と同様の結果であった。残業時間の少な

い順では、「その他の製造業」の 4.20 時間、「繊維・同製品卸売業」4.86 時間、「卸売業」5.02 時間であ

った。 
 
 
 

 

 

表５ 週所定労働時間 

図 13 月平均残業時間の推移 

平均残業時間は９.１時間、前年と比べ０.６時間減少

(%)

38時間以下
38時間超

40時間未満
40時間

40時間超
44時間以下

新潟県 6.1 39.2 43.3 11.4
　1～9人 9.2 26.7 35.9 28.2
　　1～4人 12.3 22.8 22.8 42.1
　　5～9人 6.8 29.7 45.9 17.6
　10～29人 6.3 44.3 43.0 6.3
　30～99人 2.0 40.3 51.7 6.0
　100～300人 9.6 51.9 38.5 -
　製造業　計 5.9 43.3 43.7 7.1
　非製造業　計 6.3 35.3 42.9 15.5
全国 9.5 28.0 47.5 15.0  

時間

9.1

7.7

8.4

9.7

7.4

10.5

9.29.08.7

10.3

7

8

9

10

11

１４年 １５年 １６年 １７年 １８年

新潟県 全国  
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                       (３)従業員１人当たりの年次有給休暇 

                           

                           
従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付    

与日数は、15.7 日で全国平均より 0.6 日多い。 
                           これに対する取得日数は 6.7 日で全国平均の

7.2 日より 0.5 日少ない結果となった。 
取得率平均は 42.6%で、全国の取得率 47.5%

を 4.9 ポイント下回っている。（図１６） 
                          
                          
                          

 
 
 
 
 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 従業員一人当たり月平均残業時間 

図 16 年次有給休暇の平均付与日数及び取得日数 

平均付与日数 15.7 日、取得日数 6.7 日 

図１5 １人当たりの月平均残業時間 
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　30～99人

　100～300人
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全　国
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9.71

19.76

15.53

7.41

9.02

0 10 20

新潟県

1～9人

　(1～4人)

　(5～9人)

10～29人

30～99人

100～300人

製造業計

食　料　品

繊維・同製品

木材・木製品

出版・印刷・同関連

窯業・土石

金属、同製品

機械器具

その他の製造業

非製造業計

運　輸　業

建　設　業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

卸・小売業

卸　売　業

小　売　業

サービス業

　(対事業所ｻｰﾋﾞｽ)

　(対個人ｻｰﾋﾞｽ)

全　国

時間

 

日

6.7

7.5

5.9

7.2

15.7

15.9

15.5

15.1

0 10 20

新潟県

製造業計

非製造業計

全　国

付与日数 取得日数

 



 - 15 -

25.2

27.1

23.1

23.7

32.8

36.8

28.5

35.3

40.9

34.7

47.7

39.5 1.5

0.8

1.4

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新潟県

製造業

非製造業

全   国

正社員とほぼ同等の仕事 正社員よりも軽易な仕事

正社員よりも範囲を限定した仕事 その他
 

３．パートタイム労働者の活用状況 

 

(１)パートタイム労働者を活用する理由 

新潟県において「人件費が割安なため」（43.1％）と回答した事業所が最も多く、次いで「仕事の内容

が簡単・単純なため」（36.1%）、「一時的な繁忙に対応するため」（27.4%）と続いている。このことか

ら、仕事の内容が複雑でないものや、忙しい時期に対応するため、人件費を安く抑えてパートタイム労

働者を活用していることがうかがわれる。 
 「人件費が割安だから」とする理由は規模別では「10～29 人」を除く全規模、業種別でも理由の第１

位となっている。なお、この傾向は全国平均でも同様となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)パートタイム労働者の採用時の労働条件の明示 

 

                             採用時の労働条件の明示について（図

１７）新潟県では「書面で交付」（54.1％）    

が最も多い回答であったが、「口頭で説

明」（36.3％）、｢特に明示していない｣

（2.2％）とあり、約４割が労働条件の提

示が曖昧に行われている。 

                            

 

 

 

 

 

(３)パートタイム労働者の主な仕事 

 新潟県において「正社員よりも範囲を限定した仕事」（40.9%）が最も多く、次いで「正社員よりも軽 

易な仕事」（32.8％）となっている。業種別では、非製造業で「正社員よりも範囲を限定した仕事」が

（47.7%）で製造業（34.7％）より 13.0 ポイント高く、「正社員とほぼ同等の仕事」では逆に製造業が

（27.1%）で非製造業（23.1％）より 4.0 ポイント高い。 
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43.1 36.1 27.4 24.5 16.1 15.7 15.0 13.5 7.3 6.6 5.1 3.3

45.1 36.1 29.9 15.3 13.2 16.0 18.8 18.1 7.6 8.3 6.3 4.2

40.8 36.2 24.6 34.6 19.2 15.4 10.8 8.5 6.9 4.6 3.8 2.3

44.6 34.4 25.8 22.8 12.5 18.1 13.0 16.6 8.4 9.3 4.6 3.3

非製造業

全　国

新潟県　

製造業

 
表 6 パートタイム労働者の活用事由(複数回答：3 つ以内)            (%)

図 18 パートタイム労働者の主な仕事 

図 17 パートタイム労働者採用時の労働条件の明示 

54.1

7.0

36.3

0.4

0.3
2.2

42.5

8.3

43.6

5.2

0 10 20 30 40 50 60

主に書面を交付している

主に就業規則を交付している

主に口頭で説明している

特に明示していない

その他 新潟県 全　国

%
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10.6

29.8

55.3

10.6

4.3

4.3

61.7

6.4

14.6

40.9

52.6

16.5

6.3

47.2

6.9

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70

職務内容が違うため

責任の重さが違うため

勤務時間の選択性があるため

残業時間・回数が違うため

配置転換の頻度が違うため

正社員には企業への貢献がより期待できるため

もともとそういった契約内容で労働者も納得しているため

正社員の賃金を下げることができないため 新潟県　 全　国

 

（４）正社員と同等の仕事を行っているパートタイム労働者の賃金水準 

新潟県において「ほぼ同額」（28.8％）が最も多く「賃金が正社員の８割以上」が全体の７割以上で

あった。全国平均と比較すると、「ほぼ同額」（41.4％）で新潟県（28.8％）よりも 12.6％多い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）正社員と比較して賃金水準が異なる理由 

  賃金水準が異なる理由としては、新潟県では「もともとそういった契約内容で労働者も納得してい

るため」（61.7％）が最も多く、次いで、「勤務時間の選択性があるため」（55.3％）、「責任の重さが違

うため」（29.8％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）パートタイム労働者の処遇 

  パートタイム労働者の能力、経験等に応じてどのような処遇をしているかについて、「基本給を引き

上げる」とする回答が最も多く（41.8％）、次いで「賞与を支給または引き上げる」（32 .7％）、「特別

な処遇はしていない」（31.9％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.8

29.7

27.6

41.4

21.2

24.3
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15.2

25.8
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17.2
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12.1

8.1
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13.3

10.6
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1.5

0
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1.0
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新潟県

製造業

非製造業

全　国

ほぼ同額 ９割程度 ８割程度 ７割程度 ６割程度 ５割程度以下
 

図 19 パートタイム労働者の賃金水準 

図 20 賃金水準が異なる理由（複数回答）   

図 21 パートタイム労働者処遇の（複数回答）

%
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グループリーダー等責任ある地位に登用する
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全　国

６２歳以上の定年に引上げた 継続雇用制度を導入した 定年の定めを廃止した 対応していない

 

４．高年齢者継続雇用について 

 

高齢者雇用安定法の改正に伴い、全ての事業所において平成１８年４月から年金支給年齢に合わせて

段階的に６５歳までの雇用確保措置（①定年の廃止、②６５歳までの定年の延長、③６５歳までの継続

雇用）が義務づけられたが、回答事業所の８割が高齢者の継続雇用導入に努めている。 

 

 (1) ６５歳までの高年齢者雇用確保措置への対応 

 

 

  高齢者雇用確保措置として新潟県では、「継続雇用制度を導入した」が最も多く（67.4％）、次いで

「６２歳以上の定年に引き上げした」（9.2％）、「定年の定めを廃止した」（5.1％）となっており、回

答事業所の 81.7％が高齢者雇用確保措置をとっている。 
  まだ未対応の事業所が 18.3％みられたが、小規模の事業所ほど割合が大きい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）継続雇用制度対象者の身分 

                           「継続雇用制度を導入した」と回答した事

業所に対して、継続雇用を行った後の高齢者

身分について（表７）は、「嘱託・契約社員」

が最も多く 58.1％、「正社員」のまま継続雇

用をする事業所は 39.8％であった。 

                            「正社員」として継続雇用するのは、規模

が「1～4 人」(71.5％)で最も多く、規模が小

さくなればなるほど、その割合は大きい。 
                            

 

 

 

 

 

 

図 22 高年齢者雇用措置への対応 

回答事業所の８割が導入 

（%）

正社員
嘱託社員・
契約社員

パートタイ
ム労働者・
アルバイト

その他

新潟県 39.8 58.1 12.4 1.6

1～9人 54.1 27.0 27.0 -

（1～4人) 71.4 28.6 28.6 -

（5～9人） 50.0 26.7 26.7 -

10～29人 43.4 57.5 9.4 -

30～99人 37.1 59.8 12.1 3.0

100～300人 27.7 78.7 8.5 2.1

製造業 36.6 57.9 16.9 1.1

非製造業 43.9 58.3 6.5 2.2

全　国 35.4 59.8 15.2 1.4

表7　継続雇用制度対象者の身分（複数回答）  
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(３)継続雇用制度導入に当たっての課題 

  制度導入に当たっての課題は「賃金体系や水準の見直し」（72.2％）、「役職や人事制度の見直し」

（29.7）、「業務や作業内容の見直し」（27.1％）の順となっており、継続雇用後、役職を外すことや、

賃金を下げること等が課題と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）継続雇用制度の対象とする高年齢者の労働条件は定年時と比べてどうなったか 

①賃金 

                    賃金は「一律に下がる」（45.2％）、「個人による」（40.8％）、

「変わらない」（14.0％）の順となった。（左図） 

 

                   賃金が一律に下がると回答した事業所の賃金減少率は新潟県

で「30～40%未満」(31.9％）、「20～30%未満」(26.8％)と続い

ている。（図２４） 

新潟県の賃金平均減少率は 28.8％、全国平均は 29.1％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 継続雇用制度導入の課題(複数回答) 

図 24 継続雇用対象の高齢者の賃金減少率

賃金 
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 ○役職については｢個人による｣(45.6％)、｢変わる｣(33.3％)、「変わらない」(21.1％)の順となってい

る。 

 ○仕事の内容については、「変わらない」(49.0％)、｢個人による｣(40.3％)、｢少なくなる｣(10.7％)

の順となっている。 

 ○1 日の所定労働時間について「変わらない」(71.8％)が最も多い。 

  県内の平均所定労働時間は 6.2 時間(全国平均 6.1 時間)。 

 ○週の所要労働日数については「変わらない」(71.9％)、「個人による」(23.7％)、｢少なくなる｣（4.4％）

となっている。所要労働日数についての平均が 4.57 日(全国平均 4.26 日)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 日の所定

労働時間 

役 職 
仕 事 の

内 容 

図 25 継続雇用対象の高齢者の身分 

変わらない
71.9%

個人による
23.7%

少なくなる
4.4%

週の所要
労働日数
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５．来るべき団塊世代の退職が経営に与える影響について 

 

  今回の調査で、団塊世代の正社員(55～59 歳)は、新潟県において 3,490 人で正社員総数 18,600 人

の 18.8％を占めている。 

 

(１)団塊世代の退職が経営に及ぼす影響 

 団塊世代が退職することによる経営に及

ぼす影響について、新潟県においては｢影響

はない｣（43.3％）とする回答が最も多く、

次いで「マイナスの影響が強い」（34.4％）

となっており、「マイナスの影響が強い」と

する事業所が「プラスの影響を強い」とする

事業所を大きく上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）団塊世代退職によるプラスの影響 

「人件費の削減」（95.7％）と大多数を占めており、全国平均（80.5％）と比べるとよりも 15.2 ポ

イント多い。 

次いで、「企業内の活性化」（43.5％）、「昇進遅滞の解消」（13.0％）と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

プラスの影
響が強い

マイナスの
影響が強い

影響はない わからない

新潟県 11.8 34.4 43.3 10.5

1～9人 11.3 24.5 43.4 20.8

 (1～4人) 23.1 15.4 23.1 38.5

 (5～9人) 7.5 27.5 50.0 15.0

10～29人 11.3 32.3 48.9 7.5

30～99人 10.7 40.3 43.0 6.0

100人以上 16.4 32.7 30.9 20.0

製造業　 12.2 37.8 42.3 7.7

非製造業　 11.3 30.9 44.3 13.4

全　国 7.9 31.7 45.7 14.7  
表８ 団塊世代退職が経営へ及ぼす影響 

95.7

43.5

13.0

8.7

80.5

52.8

13.6

18.9

9.1

2.2

2.2

2.1

0 20 40 60 80 100

人件費の削減

企業内の活性化

昇進遅滞の解消

過剰労働力の解消

新技術導入が可能

その他 新潟県 全　国

 

%

図 26 団塊世代退職によるプラスの影響（複数回答） 
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56.8
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20.5
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53.6

50.1

42.3

36.9

27.2

20.6
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14.3

55.3
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企業内活力の低下
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その他 新潟県　 全　国

 

（３）団塊世代退職によるマイナスの影響 

  「技術水準の低下」（56.8％）、次いで「労働力不足」（55.3％）、「技能の承継手段の喪失」（41.7%） 
 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)団塊世代退職への対策 

  団塊世代退職への対策は「雇用延長した高年齢者の対応」（63.5％）が最も多く、全国平均と比べる

と 5.8 ポイント多い。次いで｢中途雇用の拡大｣（32.3％)、｢人材育成・能力開発の促進｣（27.3％）と

続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 団塊世代退職によるマイナスの影響(複数回答) 
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27.3

20.1

17.3

11.1

5.6
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8.6
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1.1
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延長雇用した高年齢者の活用
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人材育成・能力開発の推進

新卒採用の拡大
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パートタイム労働者採用による業務の代替

機械化、ＩＴ化の推進

派遣採用による業務の代替

その他 　新潟県 　全　国

(%)

 図 28 団塊世代退職への対策(複数回答)
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６．従業員の雇用状況(従業員の過不足状況) 

 

  従業員の過不足状況について、新潟県において、正社員については、過剰感を感じている事業所が

15.9％（｢過剰｣1.6％、「やや過剰」14.3％）となっている一方、不足感を感じている事業所が 25.0％ 

(「不足」10.7％、｢やや不足｣14.3％)となっている。「正社員」は全体的に、過剰感よりも不足感を感

じている事業所が多くなっている。 

  雇用調整が行いやすい「派遣社員」は「適正」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 従業員の過不足状況 

14.3

3.8

16.3

5.9

12.5

4.9

13.1

9.5

59.1

74.7

94.3

59.6

73.2

91.2

58.6

76.4

100.0

60.0

76.6

79.4

10.7

10.9

10.8

12.7

10.5

8.9

10.4

8.0

5.2

14.3

10.6

10.8

11.3

17.6

9.8

14.6

9.4

4.6

1.9

1.3

0.5

0.4

1.6

0.8

0.7

2.5

5.5

3.4

2.1

2.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

パートタイマー

派遣社員

正社員

パートタイマー

派遣社員

正社員

パートタイマー

派遣社員

正社員

パートタイマー

派遣社員

新
潟

県
製

造
業

非
製

造
業

全
国

過　剰 やや過剰 適　正 不　足 やや不足

 



 - 23 -

７．新規学卒者の採用 

 

 (１)新規学卒者(平成１８年３月)の採用充足状況 

 

 

   平成１８年３月における新規学卒者（第２新卒者、中途採用者を除く）の採用予定人数に対する

実際の採用人数の充足率は、「短大卒(含高専)」が 100％で最も高く、続いて「高校卒」91.4％、「専

門学校卒」90.7％、「大学卒」は 88.9％であった。 

 

新規学卒者全体では、技術系の採用計画人数の総数が 204 人(前年比 30 人減)に対し、186 人(前

年比 19 人減)が採用され充足率は 91.2％、一方、事務系の採用計画人数の総数 92 人(前年比 9 人増)

に対する採用実績は 83 人(前年比 11 人増)で充足率は 90.3％となり、新規学卒者全体の充足率は

90.9％であった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高校卒】 

 

高校卒の充足率は全体で 91.4％。前年に比べ 3.3 ポイント減少しており、採用事業所、採用人数(表

９)共に減少した。 

  採用実績人数全体に占める技術系の割合は 82.4％、事務系は 17.6％となっており、前年に比べ技術

系の割合が 3.2 ポイント上昇している。 

  業種別でみると、採用実績人数 148 人のうち非製造業技術系が占める割合は 41.9％、次いで製造業

技術系が 40.5％となっている。 

 

充足率は、高校卒 91.4％、専門学校卒 90.7％、短大卒(含高専)100％、大学卒 88.9％

採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用

人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数

 新潟県 162 148 91.4 2.55 130 122 93.8 2.54 32 26 81.3 2.00

　1～9人 1 1 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00 - - - -
　　1～4人 - - - - - - - - - - - -
　　5～9人 1 1 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00 - - - -
　10～29人 12 12 100.0 1.50 11 11 100.0 1.57 1 1 100.0 1.00

　30～99人 71 62 87.3 2.00 51 47 92.2 1.96 20 15 75.0 1.67

　100～300人 78 73 93.6 4.06 67 63 94.0 3.94 11 10 90.9 3.33

製造業　計 67 62 92.5 2.07 65 60 92.3 2.14 2 2 100.0 1.00

非製造業　計 95 86 90.5 3.07 65 62 95.4 3.10 30 24 80.0 2.18

 全　国 5,317 4,575 86.0 2.35 4,057 3,434 84.6 2.23 1,260 1,141 90.6 1.96

表10　新規学卒者の採用充足状況（高校卒）

技　　術　　系  事　　務　　系

（単位：人）

全　　　　　体

 

表 9 新規学卒者の採用状況推移 

採　　 用
事業所数

採用人数
採      用
事業所数

採用人数
採      用
事業所数

採用人数
採　　　用
事業所数

採用人数

平成14年3月 81 128 35 54 13 19 32 65

平成15年3月 50 118 30 34 10 13 37 51

平成16年3月 55 146 27 41 10 15 32 42

平成17年3月 61 178 28 46 8 13 38 47

平成18年3月卒 58 148 35 49 6 8 30 64

(単位：事業所、人)

高校卒 専門学校卒 短大卒；含高専 大学卒
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【専門学校卒】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門学校卒の充足率は全体で 90.7％。前年に比べ充足率は 3.2 ポイント減少したが、採用事業所数、

採用人数共に増加している。 

採用実績人数全体に占める技術系の割合は 61.2％、事務系は 38.8％で、前年に比べ事務系の割合が

14.9 ポイント上昇している。 

業種別でみると、採用実績人数 49 人のうち製造業技術系が占める割合は 34.7％、次いで非製造業

技術系が 26.5％、非製造業事務系が 24.5％で、製造業事務系は 14.3％となっている。また、製造業

全体の割合は 51.0％で、非製造業の 49.0％より 2.0 ポイント多い。 

 

【短大卒(含高専)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短大卒(含高専)では充足率 100％という結果となったが、採用事業所数、採用人数共に年々減少傾

向にある。 

採用実績人数全体に占める技術系の割合は 87.5％で、前年より 2.9 ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用

人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数

 新潟県 54 49 90.7 1.40 33 30 90.9 1.25 21 19 90.5 1.46

　1～9人 2 2 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00

　　1～4人 - - - - - - - - - - - -
　　5～9人 2 2 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00

　10～29人 8 8 100.0 1.14 7 7 100.0 1.17 1 1 100.0 1.00

　30～99人 29 26 89.7 1.44 14 13 92.9 1.18 15 13 86.7 1.63

　100～300人 15 13 86.7 1.63 11 9 81.8 1.50 4 4 100.0 1.33

製造業　計 25 24 96.0 1.41 18 17 94.4 1.31 7 7 100.0 1.17

非製造業　計 29 25 86.2 1.39 15 13 86.7 1.18 14 12 85.7 1.71

 全　国 1,401 1,227 87.6 1.58 1,095 954 87.1 1.53 306 273 89.2 1.35

 技　　術　　系 事　　務　　系

表11 新規学卒者の採用充足状況（専門学校卒）

全　　　　　体

（単位：人）

採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用

人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数

 新潟県 8 8 100.0 1.33 7 7 100.0 1.40 1 1 100.0 1.00

　1～9人 - - - - - - - - - - - -
　　1～4人 - - - - - - - - - - - -
　　5～9人 - - - - - - - - - - - -
　10～29人 3 3 100.0 3.00 3 3 100.0 3.00 - - - -
　30～99人 3 3 100.0 1.00 2 2 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00

　100～300人 2 2 100.0 1.00 2 2 100.0 1.00 - - - -
製造業　計 4 4 100.0 1.00 3 3 100.0 1.00 1 1 100.0 1.00

非製造業　計 4 4 100.0 2.00 4 4 100.0 2.00 - - - -

 全　国 649 575 88.6 1.47 339 293 86.4 1.31 310 282 91.0 1.45

表12　新規学卒者の採用充足状況（短大卒;含高専）

全　　　　　体

（単位：人）

 技　　術　　系 事　　務　　系
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【大学卒】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学卒の充足率を見ると全体で 88.9％と前年に比べ 18.8 ポイント増加した。採用事業所数、採用

人数ともに増加しており、新規採用数の増加傾向は進んでいるものと見られる。 

採用実績人数全体に占める技術系の割合は 42.2％、事務系は 57.8％で、前年より事務系の割合が

11.0 ポイント増加している。 

業種別でみると、採用実績人数 64 人のうち製造業事務系が占める割合は 46.9％、次いで製造業技

術系が 28.1％、非製造業技術系 14.1％、非製造業事務系は 10.9％となっている。 

また、製造業全体の割合は 75.0％で、学卒別の中でも最も高い数値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用 採用計画 採用実績 充足率 平均採用

人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数 人　　数 人　　数 （％） 人　　数

 新潟県 72 64 88.9 2.13 34 27 79.4 1.42 38 37 97.4 2.64

　1～9人 - - - - - - - - - - - -
　　1～4人 - - - - - - - - - - - -
　　5～9人 - - - - - - - - - - - -
　10～29人 5 4 80.0 1.00 4 3 75.0 1.00 1 1 100.0 1.00

　30～99人 24 20 83.3 1.25 12 9 75.0 1.13 12 11 91.7 1.38

　100～300人 43 40 93.0 4.00 18 15 83.3 1.88 25 25 100.0 5.00

製造業　計 50 48 96.0 2.67 20 18 90.0 1.50 30 30 100.0 3.75

非製造業　計 22 16 72.7 1.33 14 9 64.3 1.29 8 7 87.5 1.17

 全　国 3,378 2,827 83.7 2.31 1,923 1,524 79.3 1.99 1,455 1,303 89.6 2.10

（単位：人）

全　　　　　体

表13　新規学卒者の採用充足状況（大学卒）

 技　　術　　系 事　　務　　系
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(２)新規学卒者の平均初任給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     平成１８年３月卒の初任給で前年額を上回ったのは、「高校卒（技術系）」(3,089 円)、「専門学校

卒（事務系）」(5,411 円)、「大学卒（事務系）」（3,354 円）に対して、 

  下回ったのは「高校卒(事務系)」(-4,957 円)、「専門学校卒（技術系）」(-903 円)、「短大卒:含高専

(技術系)」(-14,957 円)、「短大卒:含高専(事務系)」(-5,000 円)「大学卒(技術系)」(1,817 円)であっ

た。                           （※サンプル数の少ない項目あり） 

 

【高校卒】 

  「技術系」は前年より 3,089 円増となり、一方の「事務系」では前年より 4,957 円減となった。技

術系が事務系を上回り、技術系と事務系の賃金格差は 6,111 円であった。 

「全国平均」との比較でも、「技術系」は 188 円、「事務系」も 698 円、新潟県平均が下回っている。 

 

 【専門学校卒】 

「技術系」は前年比 903 円減、「事務系」は 5,411 円増となった。技術系と事務系の賃金格差は 

1,883 円となった。 

  「全国平均」との比較では「技術系」4,436 円、「事務系」3,794 円、共に下回っている。 

 

【短大卒(含高専)】 

    「技術系」は前年比 14,957 円減、「事務系」も 5,000 円減と共に前年を下回った。また技術系と事

務系の賃金格差は 2,900 円であった。 

   「全国平均」との比較では、「技術系」は 21,360 円、「事務系」では 19,085 円と共に大きく下回っ

ている。 

 

 【大学卒】 

  「技術系」では、前年比 1,817 円減、「事務系」は前年比 3,354 円増となった。技術系と事務系の    

格差は、前年より縮小し 1,152 円となっている。 

    「全国平均」との比較では、「技術系」で 4,705 円、「事務系」は 549 円、共に下回る結果となった。 

 

 

 

 

 

 

新潟県の初任給、全国平均より低く 

※（）内は東京を100とした指数（単位:円）

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

14年度 154,605 154,420 154,420 162,716 157,645 137,000 182,467 176,188

15年度 154,989 147,782 157,916 156,507 163,200 155,480 190,558 191,906

16年度 151,855 147,515 153,779 151,295 163,714 150,333 182,227 172,950

17年度 151,547 153,482 162,083 153,886 162,857 150,000 187,526 181,203

154,636 148,525 161,180 159,297 147,900 145,000 185,709 184,557

(90.8%) (87.2%) (86.6%) (84.4%) (76.5%) (82.9%) (90.6%) (87.8%)

154,824 149,223 165,616 163,091 169,260 164,085 190,414 185,106

(90.9%) (87.7%) (89.0%) (86.4%) (87.5%) (93.8%) (92.9%) (88.1%)

大学卒

18年度

全　国

高校卒 専門学校卒 短大卒；含高専

 
表 14 新規学卒者の初任給(単純平均) 
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 (3) 新規学卒者(平成１９年３月卒)の採用計画 

 

 

  平成１９年３月卒業者（第２新卒者、中途採用者を除く）の採用計画について「ある」と回答した

事業所は 21.7％(対前年 4.9 ポイント増)、「ない」と回答した事業所は 61.2％（対前年 4.0 ポイント

減）、「未定」は 17.1％（対前年 0.8 ポイント減）で、採用計画のある事業所が増加した。 

 

   規模別では、「1～9 人」の事業所で「ある」と回答したのは 4.9％（対前年 0.2 ポイント増）で「100

～300 人」の事業所では 44.4％（対前年 1.1 ポイント減）と、規模が大きくなればなるほど採用事業

所数が多い。 

 

業種別では「ある」と回答した「非製造業」（25.1％）は（前年 13.8％）よりも 11.3 ポイント増加

している。個別の業種で採用計画が「ある」と回答した事業所が多かったのは、「設備工事業」（46.2％）、

「出版・印刷・同関連」（44.4％）、「金属・同製品」（32.7％）の順となっている。 

                            （※サンプル数の少ない項目あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採用計画「ある」と回答の事業所は 21.7％(対前年比 4.9 ポイント増)

表 15 平成１９年３月の新規学卒者の採用計画

な　い 未　定

事
業
所
数

（％） 高
校
卒

専
門
学
校

卒 短
大
卒

（

含
高

専
）

大
学
卒

（％） （％）

新潟県　 492 107 21.7 14.2 7.7 2.6 7.7 61.2 17.1

　　1～9人 123 6 4.9 4.1 33.3 - - 82.1 13.0

　　　1～4人 52 2 3.8 3.8 1.9 - - 84.6 11.5

　　　5～9人 71 4 5.6 4.2 1.4 - - 80.3 14.1

　　10～29人 160 22 13.8 6.9 6.9 1.3 3.1 70.6 15.6

　　30～99人 155 55 35.5 23.2 10.3 5.2 12.9 44.5 20.0

　　100～300人 54 24 44.4 33.3 16.7 5.6 24.1 33.3 22.2

製造業　計 245 45 18.4 12.2 5.7 2.9 9.8 65.3 16.3

　  食料品 45 7 15.6 11.1 4.4 2.2 6.7 73.3 11.1

　　繊維・同製品 42 4 9.5 4.8 7.1 - 7.1 71.4 19.0

　　木材・木製品 24 2 8.3 8.3 - - 4.2 83.3 8.3

　　出版・印刷・同関連 18 8 44.4 0.6 1.2 0.2 1.2 38.9 16.7

　　窯業・土石 43 1 2.3 - - - 2.3 79.1 18.6

　　金属、同製品 49 16 32.7 28.6 2.0 6.1 14.3 49.0 18.4

　　機械器具 19 6 31.6 15.8 10.5 10.5 10.5 52.6 15.8

　　その他 5 1 20.0 20.0 - - 20.0 40.0 40.0

非製造業　計 247 62 25.1 16.2 9.7 2.4 5.7 57.1 17.8

　　運輸業 24 3 12.5 8.3 4.2 - 4.2 75.0 12.5

　　建設業 86 28 32.6 25.6 10.5 3.5 4.7 45.3 22.1

　　　総合工事業 34 9 26.5 20.6 8.8 5.9 8.8 50.0 23.5

　　　職別工事業 26 7 26.9 23.1 - - 3.8 42.3 30.8

　　　設備工事業 26 12 46.2 34.6 23.1 3.8 - 42.3 11.5

　　卸・小売業 87 17 19.5 11.5 6.9 1.1 6.9 64.4 16.1

　　　卸売業 63 15 23.8 15.9 6.3 1.6 9.5 61.9 14.3

　　　小売業 24 2 8.3 - 8.3 - - 70.8 20.8

　　サービス業 50 14 28.0 12.0 16.0 4.0 6.0 56.0 16.0

　　　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 22 6 27.3 9.1 13.5 4.5 9.1 72.7 0.0

　　　対個人ｻｰﾋﾞｽ業 28 8 28.6 14.3 17.9 3.6 3.6 42.9 28.6

全　　国 17,595 3,301 18.8 12.2 5.2 2.6 8.7 61.5 19.7

前年度新潟県 535 90 16.8 10.5 5.8 1.7 6.2 65.2 17.9

回
　
　
答

事
業
所
数

あ　る 採用予定事業所割合（複数回答：％）
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６．賃金改定 

 

(１)賃金改定の実施状況 

 

 

  平成１８年１月１日から７月１日までの間に賃金改定を行った事業所は 48.6％（引き上げ 46.6％＋

引き下げ 2.0％）で、前年の 44.3％から 4.3 ポイント増加した。この中で「引き上げた」（46.6％）は

前年より 4.7 ポイント増加、「引き下げた」（2.0％）で前年より 0.4 ポイント減少した。 

  全国平均との比較でも「引き上げた」事業所は新潟県が 13.1 ポイント上回っている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   「引き上げた」事業所を規模別で見る(次頁図３１)と、「1～4 人」が（19.0％）、「100～300 人」

（67.3％）で、規模が大きくなればなるほど、割合が大きくなっている。 

 また、業種別で同じく「引き上げた」とする事業所割合を比較すると、「製造業」（44.4％）、「非

製造業」（48.6％）で、非製造業が 4.2 ポイント上回る結果となった。 

 個別の業種で「引き上げた」とする回答が最も多かったのは、「機械器具」（78.9％）、「総合工事

業」（65.4％）、「金属、同製品」（62.5％）の順であった。対して「引き下げた」とする回答が最も

多かったのは「木材･木製品」の（8.7％）であった。 

 

 

図 29 県内事業所の採用人数の増減 

｢引き上げた｣事業所は 46.6％ 

図 30 賃金改定実施状況 
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図 31 賃金改定実施状況
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(２)昇給額・昇給率 

 

 

   平成１８年７月１日までに賃金改定を行った事業所の昇給額は 4,206 円、昇給率は 1.78％（共に

単純平均）で、前年より 579 円、0.23 ポイント上回った。 

 加重平均でも昇給額 3,750 円、昇給率 1.57％で、前年より 415 円、0.16 ポイント上回った。ま

た全国平均と比べても、単純平均で新潟県が 744 円、0.38 ポイント上回っている。 

 図３３の規模別では「100～300 人」の平均昇給額が 3,279 円、平均昇給率 1.39％（共に単純平均）

が最も低くなっており、最も高かったのは「1～4 人」の 9,788 円、4.36％であった。なお、そのう

ち「職別工事業」の平均昇給率 36,750 円、平均昇給率 20.7％（共に単純平均）が特に高かった。 

 業種別では「非製造業」が「製造業」を平均昇給額 2,351 円、平均昇給率 0.26 ポイント(共に単

純平均)上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇給額（単純平均）4,206 円、昇給率（単純平均）1.78％

図 32 平均昇給額・平均昇給率の推移

図 33 平均昇給額・平均昇給 
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 (３)賃金改定後の平均賃金等(単純平均) 

新潟県の賃金改定後の平均賃金は 240,276 円であった。 

 業種別で最も平均賃金が高かったのは、「総合工事業」で 296,577 円、最も低かったのは「繊維・

同製品」の 190,147 円となっている。（図３４） 

 平均昇給額が最も高かった業種は「職別工事業」の 12,780 円で昇給率は 5.00％、最も低かった

のは「木材･木製品」の 651 円で昇給率は 0.30％であった。（表１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 賃金改定後の業種別賃金 
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（単純平均）
改定後の平均
賃　金（円）

平均昇給額
（円）

平均昇給率
（％）

新潟県　計 240,276 4,206 1.78

　1～9人 233,971 6,321 2.78

　　1～4人 234,230 9,788 4.36

　　5～9人 233,872 4,995 2.18

　10～29人 242,346 4,060 1.70

　30～99人 242,279 3,604 1.51

　100～300人 238,624 3,279 1.39

製造業　計 225,842 2,994 1.34

　食料品 221,641 804 0.36

　繊維・同製品 190,147 836 0.44

　木材・木製品 216,501 651 0.30

　出版・印刷・同関連 212,399 4,733 2.28

　窯業・土石 243,886 2,330 0.96

　金属、同製品 235,879 6,120 2.66

　機械器具 242,875 3,470 1.45

　その他の製造業 251,840 9,321 3.84

非製造業　計 253,835 5,345 2.15

　運輸業 212,008 2,074 0.99

　建設業 275,362 8,455 3.17

　総合工事業 296,577 6,218 2.14

　職別工事業 268,242 12,780 5.00

　設備工事業 260,020 6,500 2.56

　卸・小売業 246,135 2,809 1.15

　卸売業 252,894 2,580 1.03

　小売業 211,491 3,977 1.92

　サービス業 236,118 4,852 2.10

　　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 221,220 4,869 2.25

　　対個人ｻｰﾋﾞｽ業 247,578 4,839 1.99

　全　　国 252,152 4,308 1.74  
表 16 賃金改定後の規模・業種別平均賃金・昇給額・昇給率(単純平均) 

※単純平均による昇給額は、各事業所ごとの総和を事業所数で除した数値である。 

加重平均は、昇給額に対象人数を乗じた総和を常用労働者の総和で除した数値である。












